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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第11期中における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり

当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 第10期において、当社は平成18年１月19日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。 

４ 「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（平成18年３月30日企業会計基準委員会実務対応報告

第17号）における収益の総額表示についての会計上の考え方に基づき、第11期中より売上高および売上原価を純額にて

表示しております。 

５ 第11期まで連結子会社であった株式会社アクアリウムコンピューターについては、資産、売上等から見て重要性が乏し

くなったため、第12期中より中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間 

自 平成17年
２月１日 

至 平成17年 
７月31日 

自 平成18年
２月１日 

至 平成18年 
７月31日 

自 平成19年
２月１日 

至 平成19年 
７月31日 

自 平成17年 
２月１日 

至 平成18年 
１月31日 

自 平成18年
２月１日 

至 平成19年 
１月31日 

売上高 （千円） 1,843,831 383,300 － 3,459,180 338,555

経常利益 （千円） 47,757 217,068 － 147,893 322,670

中間（当期）純利益又は 
中間（当期）純損失（△） 

（千円） 46,733 △1,084,611 － 104,404 △1,112,242

純資産額 （千円） 2,348,648 1,337,924 － 2,423,233 1,310,615

総資産額 （千円） 2,853,670 2,552,737 － 3,510,127 1,461,680

１株当たり純資産額 （円） 440,069.11 49,718.49 － 90,049.55 48,703.67

１株当たり中間（当期）純利
益又は１株当たり中間（当
期）純損失（△） 

（円） 9,835.42 △40,305.15 － 4,122.83 △41,331.93

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益 

（円） 9,706.73 － － 4,084.33 －

自己資本比率 （％） 82.3 52.4 － 69.0 89.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △82,035 △997,856 － 659,599 △913,600

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △43,170 △92,115 － △297,895 △4,821

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 1,398,170 － － 1,385,532 －

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

（千円） 1,550,746 935,047 － 2,025,019 1,106,597

従業員数 （人） 31 26 － 26 25



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第11期までは中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しているため、

また、第12期中は、持分法適用の関連会社がないため記載しておりません。 

３ 第10期中及び第11期中の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益又は1株当たり中間（当期）純損失

（△）」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記

載を省略しております。第11期及び第12期中の「潜在株式調整後1株当たり中間純利益」につきましては、1株当たり中

間純損失であるため記載を省略しております。 

４ 第10期において、当社は平成18年１月19日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。 

５ 「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い」（平成18年３月30日企業会計基準委員会実務対応報告

第17号）における収益の総額表示についての会計上の考え方に基づき、第11期中より売上高および売上原価を純額にて

表示しております。 

６ 第11期までは中間キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動に

よるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フローおよび現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高につ

いては、記載を省略しております。 

 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間 

自 平成17年
２月１日 

至 平成17年 
７月31日 

自 平成18年
２月１日 

至 平成18年 
７月31日 

自 平成19年
２月１日 

至 平成19年 
７月31日 

自 平成17年 
２月１日 

至 平成18年 
１月31日 

自 平成18年
２月１日 

至 平成19年 
１月31日 

売上高 （千円） 1,843,831 383,300 86,088 3,459,180 338,555

経常利益又は経常損失（△） （千円） 48,144 217,538 △32,742 148,821 323,530

中間（当期）純利益又は 
中間（当期）純損失（△） 

（千円） 47,223 △1,083,987 △190,087 105,487 △1,115,644

持分法を適用した場合の投資
利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,110,686 1,119,605 1,119,605 1,119,605 1,119,605

発行済株式総数 （株） 5,337 26,910 26,910 26,910 26,910

純資産額 （千円） 2,351,660 1,342,152 1,120,634 2,426,837 1,310,818

総資産額 （千円） 2,856,579 2,556,859 1,155,472 3,513,477 1,461,726

１株当たり純資産額 （円） － － 41,643.81 90,183.50 48,711.19

１株当たり中間（当期）純利
益又は１株当たり中間（当
期）純損失（△） 

（円） － － △7,063.82 4,165.58 △41,458.36

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益 

（円） － － － 4,126.68 －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 82.3 52.5 97.0 69.1 89.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － － △175,875 － －

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － － 364 － －

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） － － － － －

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

（千円） － － 896,653 － －

従業員数 （人） 31 26 25 26 25



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、以下の連結子会社をその資産・売上高等からみて、重要性に乏しいことから連結対象範囲から除外

しました結果、連結財務諸表提出会社でなくなりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

会社名 

（設立年月日） 

住所 資本金 事業内容 議決権等の被所有割合 

（平成19年7月31日現在） 
備考 

株式会社アク
アリウムコン
ピューター 

(平成11年7月

23日) 

大阪市

北区 

60,000 

千円 

ハードウエアの 

設計、製造 

直接 間接 当社代表取締役寺井和彦が

代表取締役を兼任 

  

 100.00% ‐% 

  平成19年７月31日現在

従業員数（人） 25 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

  当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が続くとともに、個人消費の持ち直しの動きが見られるなど、景気は

緩やかな回復基調をたどりました。 

情報サービスの分野におきましては、社会がより効率性や利便性を追求することで、ICT（Information & Communication

Technology）は進化し続け、ライフスタイルの変化をもたらしております。このような生活環境を支えているのは、あらゆる

場面に埋め込まれた情報通信環境であり、各情報機器をつなぐ無線LAN技術は、生活環境とともに進化しております。 

また、企業は単なる製品生産販売事業にとどまらず製品の効率的な利用方法やメンテナンスまでを担うサービス産業へと業

態を変化させており、基幹業務によって蓄積されたデータや様々なビジネスシーンで収集されたデータをどのように分析し活

用するかが企業成長の鍵となっております。そのため、「いつでも」「どこでも」ネットワークにアクセスできる通信技術が

必要とされ、また、そこに流れる膨大な情報を識別する技術や個人情報の管理やセキュリティシステムの確保が重要となって

おります。 

このような環境のもと、早期黒字化及び収益体質の改善を目指し、事業の再構築を図ってまいりました。具体的には、今ま

でに培ってきた通信技術を活用し、安心で便利な通信環境を実現するネットワークソリューションを提供し続けることを目指

し、移動体通信会社との協業によるモバイル端末を利用した社内ネットワーク構築案件の創出活動、業務の生産性や効率化を

目的としたPDAソリューション構築を目指す企業をターゲットとして、携帯電話やPDAメーカーとの協業を進め、自社ソフトウ

エア製品をPDA端末に最適化した新製品の出荷を開始するなど協業体制確立に向けた活動をおこなってまいりました。 

なお、自社ソフトウエアで使われているデータ転送方式に関する技術につきまして、日本国・米国に続き中国でも特許を取

得しております。 

また、ICTの進化による、ビジネスモデルの変化に伴う社内システム再構築など、企業の経営課題を解決するソリューション

を提供する事業として、企業と二人三脚で進めていくSE支援サービス事業の活動を強化してまいりました。 

しかしながら、PDAメーカーとの協業体制確立の試行期間が長期化したことによる受注時期のずれや、SE支援サービス事業に

おける、生産性改善の立ち遅れにより、早期黒字化及び収益体質の改善に至らず、誠に遺憾ながら、当中間会計期間におきまし

て、売上高86百万円（前年同期比77.5％減）、営業損失33百万円（前年同期は営業利益217百万円）、経常損失32百万円（前年

同期は経常利益217百万円）となりました。中間純損失につきましては、営業債権にかかる貸倒引当金繰入額56百万円、投資有

価証券評価損37百万円及び訴訟関連損失52百万円を計上したため、190百万円の損失（前年同期は中間純損失1,083百万円）とな

りました。 

なお、当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成していないため、前年同期比は前年同期の個別中間財務諸表との比較数

値であります。 

このような状況のなか、全社一丸となって顧客及び市場との接点を大切にし、自社ソフトウェアの優位性を活かすため、移

動体通信業者、PDAメーカーとの協業を強化及び提案能力の向上、また、SE支援サービス事業におきましては、人員確保をはじ

め、システム設計、開発、メンテナンスまでの一環した支援事業に取り組み、早期黒字化及び収益体質の改善を目指し、事業の

再構築に継続して注力してまいります。 

  

 



(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の減少が175,875千円となっ

たため、資金は前事業年度末に比べ175,511千円減少し、当中間会計期間末には896,653千円となりました。 

なお、前中間会計期間については、中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、前年同期比は記載しておりま

せん。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果減少した資金は175,875千円となりました。主な要因は税引前中間純損失が188,955千円となった

ことに加え、法人税等の支払額が100,042千円となるなどの減少要因がありましたため、営業活動の結果、資金は

減少しております。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果増加した資金は364千円となりました。これは主に長期貸付金の回収によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動はありませんでした。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。なお、当中間会計期間より連結財務諸表提出会社

でなくなったため、前年同期比については前中間会計期間の実績数値と比較しております。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、製造原価によります。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業部門別に示すと次のとおりであります。なお、当中間会計期間より連結財務諸表提

出会社でなくなったため、前年同期比については前中間会計期間の実績数値と比較しております。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は、販売価格によります。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。なお、当中間会計期間より連結財務諸表提出会社

でなくなったため、前年同期比については前中間会計期間の実績数値と比較しております。 

 （注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

 （注）１ 前中間会計期間におけるトランス・コスモス株式会社及び当中間会計期間における東京リース株式会社に対する販売実

績および当該販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10未満となっているため記載を省略しております。

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

事業部門別 生産高（千円） 前年同期比（％） 

再販ライセンス事業 3,440 59.3 

ソリューション事業 16,994 24.5 

合計 20,434 27.2 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

再販ライセンス事業 28,809 17.1 19,220 23.2

ソリューション事業 52,122 16.9 33,806 78.5

合計 80,931 17.0 53,026 42.1

事業部門別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

再販ライセンス事業 47,936 48.4 

ソリューション事業 38,152 13.4 

合計 86,088 22.5 

  相手先 

前中間会計期間
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  株式会社ネクサス 53,401 13.9 17,318 20.1

  株式会社シー・エヌ・エス 40,982 10.7 16,925 19.7

  トランス・コスモス株式会社 － － 8,972 10.4

  東京リース株式会社 223,900 58.4 － －



３【対処すべき課題】 

① 早期黒字化及び収益体質の改善のための事業再構築 

事業体制の集約や不採算事業の精査をはじめ、事業再構築に向けた経営資源の合理化をおこなってまいります。 

また、自社ソフトウェアの優位性を活かすため、移動体通信業者、PDAメーカーやSIerとの協業を強化及び提案能

力の向上、また、SE支援サービス事業におきましては、人員確保をはじめ、システム設計、開発、メンテナンス

までの一環した支援事業に取り組み、早期黒字化及び収益体質の改善を目指し、事業の再構築に継続して注力し

てまいります。 

  

② 内部管理体制の強化 

「原点に返れ」をキーワードに、営業取引の初動から入金までの業務プロセスについて再構築を行うとともに、

決裁権限とその責任を明確にすることによって、原理原則に従った明快な業務を確立してまいります。また、会

社資産を保全、蓄積できるよう業務の定型化に注力し、内部管理機能の強化に向け、引続き体制整備に取り組ん

でまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

システム開発プロジェクトの範囲内で顧客ニーズに適合した製品開発をおこなっており、当社はこれらを研究開発費として計上

しておりませんので、特に記載すべき事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数

は含まれておりません。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000 

計 80,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年７月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年10月30日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 26,910 26,910

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー・ 
マーケットー 
「ヘラクレス」市場） 

－ 

計 26,910 26,910 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの内容は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議（平成16年４月23日） 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数 235個 235個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 235株 235株 

新株予約権の行使時の払込金額 331,969円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月１日から
平成21年７月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 ：  331,969円
資本組入額：  165,984円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行

使時においても、当社の

取締役、監査役又は従業

員であることを要しま

す。 

２ その他細目については、

平成16年４月23日の定時

株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と

対象者の間で締結した新

株予約権契約に定めま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については

取締役会の承認を要します。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

－ － 



株主総会の特別決議（平成17年４月26日） 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数 333個 326個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 333株 326株 

新株予約権の行使時の払込金額 326,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月１日から
平成22年７月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 ：  326,000円
資本組入額：  163,000円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行

使時においても、当社の

取締役、監査役又は従業

員であることを要しま

す。 

２ その他細目については、

平成17年４月26日の定時

株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と

対象者の間で締結した新

株予約権契約に定めま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については

取締役会の承認を要します。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

－ － 



株主総会の特別決議（平成18年４月26日） 

  

 

  
中間会計期間末現在
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数 291個 281個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 291株 281株 

新株予約権の行使時の払込金額 333,100円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成21年８月１日から
平成24年７月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 ：  333,100円
資本組入額：  166,550円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 対象者は、新株予約権行

使時においても、当社の

取締役、監査役及び従業

員ならびに社外協力者で

あることを要します。 

２ その他細目については、

平成18年４月26日の定時

株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と

対象者の間で締結した新

株予約権契約に定めま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については

取締役会の承認を要します。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

－ － 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年２月１日 
～ 

平成19年７月31日 
― 26,910 ― 1,119,605 ― 1,348,605



(5）【大株主の状況】 

  

 

    平成19年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

寺井 和彦 兵庫県宝塚市 14,650 54.44

熊倉 次郎 さいたま市浦和区 750 2.78

スーリーモハマアドエスマイル 栃木県下都賀郡野木町 158 0.58

松村 健 京都市左京区 126 0.46

又吉 光邦 沖縄県宜野湾市 106 0.39

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 103 0.38

小柳 啓子 福岡県大牟田市 100 0.37

清野 正男 新潟県新潟市 90 0.33

財団法人オイスカ 東京都杉並区和泉３－６－12 90 0.33

松尾株式会社 新潟県五泉市郷屋川２－６－52 85 0.31

計 － 16,258 60.41



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケットー「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

 

    平成19年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  26,910 26,910 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 26,910 － － 

総株主の議決権 － 26,910 － 

    平成19年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所
有株式数 

（株） 

他人名義所
有株式数 

（株） 

所有株式数
の合計 

（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － －

計 － － － － －

月別 平成19年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

高（円） 139,000 113,000 80,200 72,600 64,000 55,900

低（円） 100,000 74,100 49,000 48,000 48,500 36,400



第５【経理の状況】 
  

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）およ

び前中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の中間連結財務諸表および中間財務諸表については、あずさ

監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年２月１日

から平成19年７月31日まで）の中間財務諸表については、ペガサス大和監査法人により中間監査を受けております。なお、ペガ

サス監査法人は、平成19年８月１日をもって大和監査法人と合併し、名称をペガサス大和監査法人に変更しております。 

また、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

  

前中間連結会計期間および前中間会計期間    あずさ監査法人 

当中間会計期間                ペガサス大和監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準     2.9％ 

売上高基準    0.0％ 

利益基準     0.2％ 

利益剰余金基準  1.8％ 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

   
前中間連結会計期間末
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金     935,047 1,106,597 

２ 売掛金     1,165,320 97,049 

３ たな卸資産     17,578 9,918 

４ その他     12,712 20,924 

貸倒引当金     △8,099 △754 

流動資産合計     2,122,560 83.1 1,233,736 84.4

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1）建物及び構築物 ※１ 1,948 3,360  

(2）工具器具備品 ※１ 2,961 4,909 2,321 5,682 

２ 無形固定資産      

(1）ソフトウエア   60,591 14,748  

(2）電話加入権   662 662  

(3）その他   2,705 63,959 5,090 20,501 

３ 投資その他の資産      

(1）投資有価証券   252,524 79,789  

(2）保険積立金   82,227 95,715  

(3）長期未収入金   1,189,594 1,189,594  

(4）その他   26,618 26,318  

貸倒引当金   △1,189,657 361,307 △1,189,657 201,760 

固定資産合計     430,176 16.9 227,944 15.6

資産合計     2,552,737 100.0 1,461,680 100.0

       



  

  

   
前中間連結会計期間末
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金     1,080,453 3,585 

２ 未払法人税等     87,159 107,006 

３ その他     46,476 40,049 

流動負債合計     1,214,089 47.6 150,641 10.3

Ⅱ 固定負債      

１ 繰延税金負債     723 423 

固定負債合計     723 0.0 423 0.0

負債合計     1,214,812 47.6 151,064 10.3

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     1,119,605 43.9 1,119,605 76.6

２ 資本剰余金     1,348,605 52.8 1,348,605 92.3

３ 利益剰余金     △1,129,964 △44.3 △1,157,595 △79.2

株主資本合計     1,338,246 52.4 1,310,615 89.7

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    △321 △0.0 － －

評価・換算差額等合計     △321 △0.0 － －

純資産合計     1,337,924 52.4 1,310,615 89.7

負債純資産合計     2,552,737 100.0 1,461,680 100.0

       



②【中間連結損益計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     383,300 100.0 338,555 100.0

Ⅱ 売上原価     77,184 20.1 150,185 44.4

売上総利益     306,115 79.9 188,369 55.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   88,785 23.2 163,800 48.3

営業利益     217,329 56.7 24,568 7.3

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息   137 363  

２ 受取手数料   － 298,100  

３ 雑収入   14 151 0.0 51 298,514 88.1

Ⅴ 営業外費用      

１ 新株発行費   350 －  

２ 株式交付費   － 350  

３ 貸倒引当金繰入額   63 413 0.1 63 413 0.1

経常利益     217,068 56.7 322,670 95.3

Ⅵ 特別利益      

１ 貸倒引当金戻入益   － － － 6,789 6,789 2.0

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産除却損 ※２ 29,904 67,820  

２ 投資有価証券評価損   － 68,056  

３ 前期損益修正損   － 8,062  

４ 貸倒引当金繰入額   1,189,594 1,219,498 318.2 1,189,594 1,333,534 393.9

税金等調整前中間（当
期）純損失 

    1,002,430 △261.6 1,004,074 △296.6

法人税、住民税及び事
業税 

※３ 82,480 108,765  

法人税等調整額 ※３ △298 82,181 21.4 △598 108,167 31.9

中間（当期）純損失     1,084,611 △283.0 1,112,242 △328.5

       



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年１月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 △45,353 2,422,857

中間連結会計期間中の変動額  

中間純損失（千円） － － △1,084,611 △1,084,611

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）（千円） 

－ － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － △1,084,611 △1,084,611

平成18年７月31日 残高 
（千円） 

1,119,605 1,348,605 △1,129,964 1,338,246

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年１月31日 残高（千円） 375 375 2,423,233

中間連結会計期間中の変動額 

中間純損失（千円） － － △1,084,611

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）（千円） 

△697 △697 △697

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△697 △697 △1,085,308

平成18年７月31日 残高 
（千円） 

△321 △321 1,337,924



前連結会計年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年１月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 △45,353 2,422,857

連結会計年度中の変動額  

当期純損失（千円）   △1,112,242 △1,112,242

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）（千円） 

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － △1,112,242 △1,112,242

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

1,119,605 1,348,605 △1,157,595 1,310,615

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年１月31日 残高（千円） 375 375 2,423,233

連結会計年度中の変動額 

当期純損失（千円） － － △1,112,242

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）（千円） 

△375 △375 △375

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△375 △375 △1,112,617

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

－ － 1,310,615



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

  
前中間連結会計期間

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間（当期）純損失（△） △1,002,430 △1,004,074 

減価償却費 15,556 24,496 

貸倒引当金の増加額 1,184,028 1,176,684 

受取利息及び受取配当金 △137 △363 

固定資産除却損 29,904 67,820 

投資有価証券評価損 － 68,056 

売上債権の減少額（△増加額） △75,487 992,770 

たな卸資産の減少額（△増加額） △867 6,792 

仕入債務の増加額（△減少額） 47,965 △1,028,902 

長期未収入金の増加額 △1,189,594 △1,189,594 

その他 6,015 △5,042 

小計 △985,046 △891,356 

利息及び配当金の受取額 137 363 

法人税等の支払額 △12,947 △22,607 

営業活動によるキャッシュ・フロー △997,856 △913,600 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 － △1,786 

無形固定資産の取得による支出 △5,765 △8,498 

投資有価証券の取得による支出 △75,800 △75,800 

投資有価証券の売却による収入 － 105,000 

保険積立金の支払による支出 － △13,487 

長期貸付による支出 △10,800 △10,800 

長期貸付金の回収による収入 250 550 

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,115 △4,821 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー － － 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △1,089,971 △918,422 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,025,019 2,025,019 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 935,047 1,106,597 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

──────  当連結会計年度中において、ソリューション事業に関

する主要な仕入先が民事再生手続を申立て事実上倒産し

たことから、当企業集団は、当該事業にかかる主要な市

場ならびに得意先を喪失いたしました。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じておりま

す。 

 連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消

すべく、翌期以降の事業計画を策定いたしました。組織

運営及び営業活動方針を明確にし、自社ソフトウェア製

品によるライセンス再販事業を強化いたします。又、シ

ステム・エンジニア支援サービス事業、ソフトウェア受

託開発事業にも注力し、新たな市場ならびに得意先を開

拓していく所存であります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

連結子会社は株式会社アクアリウムコン

ピューターの１社であります。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社又は関連会社がないため該

当事項はありません。 

同左 

３ 連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結財

務諸表提出会社と同一であります。 

連結子会社の事業年度は連結財務諸表提

出会社と同一であります。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

(イ)有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 連結会計年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

  (ロ)たな卸資産 (ロ）たな卸資産 

  商品 同左 

  …移動平均法による原価法   

  仕掛品   

  …個別法による原価法   

  原材料   

  …移動平均法による原価法   

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

 定率法 

(イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 (ロ)無形固定資産 

   定額法 同左 

   なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年間）に基づく定額法を採用し、販売

用ソフトウエアについては、見込販売

数量に基づく償却額と見込有効期間

（３年間）に基づく均等配分額とのい

ずれか大きい額によっております。 

  

(3）重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(イ)貸倒引当金 

同左 



  

 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他（中間）連結財

務諸表作成のための重

要な事項 

(イ)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の「その

他」として表示しております。 

(イ)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  (ロ)繰延資産の処理方法 (ロ)繰延資産の処理方法 

  新株発行費 ────── 

   新株発行費は支出時に全額費用と

して処理しております。 

  

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しています。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（ストック・オプション等に関する会計基準等） （ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「ストック・オプション等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月27

日 企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正 平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第

11号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 当連結会計年度から「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月27日 

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正 平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、1,337,924

千円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連

結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は、1,310,615千円であり

ます。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

   当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）を適用しております。 

 前連結会計年度において営業外費用の「新株発行費」

として表示した株式分割に係る費用は、当連結会計年度

において「株式交付費」として表示しております。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

（売上高の表示方法） （売上高の表示方法） 

 他社アプリケーションに再販ライセンスを組合せて販

売している売上高については、「ソフトウェア取引の収

益の会計処理に関する実務上の取扱い」（平成18年３月

30日 企業会計基準委員会 実務対応報告第17号）にお

ける収益の総額表示についての会計上の考え方に基づ

き、従来総額表示としていた売上を当中間連結会計期間

より純額表示にて計上しています。従来の方法に比べ、

売上高、売上原価はそれぞれ1,252,000千円減少しまし

たが、売上総利益に与える影響はありません。 

 なお、この変更によりセグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。 

 他社アプリケーションに再販ライセンスを組合せて販

売している売上高については、「ソフトウェア取引の収

益の会計処理に関する実務上の取扱い」（平成18年３月

30日 企業会計基準委員会 実務対応報告第17号）にお

ける収益の総額表示についての会計上の考え方に基づ

き、従来総額表示としていた売上を当連結会計年度より

純額表示にて計上しています。これによる損益に与える

影響はありません。 

──────  民事再生手続の申立てを行ったアイ・エックス・アイ

社が関与しました取引につき、実質的に通常の営業取引

と認められない取引が含まれる可能性が高いと判断した

ため、当該取引のすべてを営業外取引区分に表示するこ

とといたしました。 

 なお、当中間連結会計期間においては、当該取引につ

いては売上高として表示しております。従いまして、当

連結会計年度における表示方法によった場合に比べ、当

中間連結会計期間の売上高、売上総利益及び営業利益が

238,500千円多く計上されております。 

 この変更によりセグメント情報に与える影響は当該箇

所に記載しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度末 
（平成19年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、9,454千円で

あります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,467千円で

あります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

役員報酬 12,570千円

給与手当 31,568千円

支払手数料 16,137千円

貸倒引当金繰入額 555千円

租税公課 4,628千円

役員報酬 26,910千円

給与手当 58,468千円

支払手数料 31,428千円

   

   

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

工具器具備品 42千円

ソフトウェア 29,861千円

計 29,904千円

工具器具備品 42千円

ソフトウェア 67,777千円

計 67,820千円

※３ 税効果会計 ―――――― 

 中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調

整額は、当期において予定している利益処分による

特別償却準備金の積立て及び取崩しを前提として、

当中間連結会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注） 上記の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しております。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式数  

普通株式 26,910 － － 26,910 

合計 26,910 － － 26,910 

自己株式  

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

目的となる株式の数（株）
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会
計年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連
結会計期
間末 

提出会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

－ － － － － －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － －



前連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注） 上記の内容については、（ストック・オプション等関係）に記載しております。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 該当事項はありません。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式数  

普通株式 26,910 － － 26,910 

合計 26,910 － － 26,910 

自己株式  

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高 
（千円） 

前連結会
計年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会
計年度末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

－ － － － － － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年７月31日現在） （平成19年１月31日現在）

  
現金及び預金勘定 935,047千円

現金及び現金同等物 935,047千円

現金及び預金勘定 1,106,597千円

現金及び現金同等物 1,106,597千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末残
高相当額 
（千円） 

工具器具備品 5,588 2,515 3,073

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 5,588 3,073 2,515 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 1,128千円

１年超 2,113千円

合計 3,241千円

  
１年以内 1,156千円

１年超 1,527千円

合計 2,683千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 631千円

減価償却費相当額 558千円

支払利息相当額 87千円

支払リース料 1,262千円

減価償却費相当額 1,117千円

支払利息相当額 160千円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年７月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

  

前連結会計年度末（平成19年１月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

 （注） 当連結会計年度において、有価証券について68,056千円（その他有価証券で時価のある株式468千円、非上場株式67,587千

円）減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％

～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 

平成19年１月31日） 

 当企業集団はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 834 513 △321 

  
中間連結貸借対照表計上額 

（千円） 

非上場株式 252,011 

  
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 366 366 － 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

非上場株式 79,423 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは以下のとおりであります。 

 （注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 被付与者は、新株予約権行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員であることを要します。 

３ 被付与者は、新株予約権行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役及び従業員並びに社外協力者であるこ

とを要します。 

  

２．中間連結財務諸表への影響額 

 該当事項はありません。 

  

 

  平成17年度ストック・オプション 平成18年度ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ３名
当社監査役 ２名 
当社従業員 24名 

当社取締役 ４名 
当社監査役 ３名 
当社従業員 24名 

ストック・オプションの目的となる株式の
種類及び付与数（注）１ 

普通株式 350株 普通株式 300株 

付与日 平成18年３月24日 平成18年４月28日 

権利確定条件 （注）２ （注）３ 

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 

権利行使期間 
自 平成19年８月１日
至 平成22年７月31日 

自 平成21年８月１日 
至 平成24年７月31日 

権利行使価格（円） 326,000 333,100

公正な評価単価（円） － －



前連結会計年度（自 平成18年2月１日 至 平成19年１月31日） 

１．ストック・オプションの内容 

 （注） １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 被付与者は、新株予約権行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員であることを要します。 

３ 被付与者は、新株予約権行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役及び従業員並びに社外協力者である

ことを要します。 

  

２．連結財務諸表への影響額 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成16年度 

ストック・オプション 

平成17年度 

ストック・オプション 

平成18年度 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  ４名 

当社監査役  ３名 

当社従業員  ６名 

当社取締役  ３名 

当社監査役  ２名 

当社従業員  24名 

当社取締役  ４名 

当社監査役  ３名 

当社従業員  24名 

ストック・オプションの目

的となる株式の種類及び付

与数（注）１ 

  

  

普通株式 290株 

  

  

普通株式 350株 

  

  

普通株式 300株 

付与日 平成18年３月11日 平成18年３月24日 平成18年４月28日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）３ 

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 

権利行使期間 自 平成18年８月１日 

至 平成21年７月31日 

自 平成19年８月１日 

至 平成22年７月31日 

自 平成21年８月１日 

至 平成24年７月31日 

権利行使価格（円） 331,969 326,000 333,100 

行使時平均株価（円） － － － 

公正な評価単価（付与日）

（円） 
－ － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当中間連結会計期間は49,493千円、こ

れは主に、親会社の管理部門に係る費用であります。 

４ （事業セグメント区分の変更） 

 販売機会の増大を目論み、自社製品ミドルウェア単一での販売方法から自社製品ミドルウェアを他社製品・サービス

及びシステム等と組合わせることによるソリューション販売へシフトしたため、当中間連結会計期間より事業の種類別

セグメントの区分を変更し、ソフトウェアライセンスを単体で販売する事業と、ソフトウェアライセンスを組込及びソ

リューション展開で販売する事業の２区分といたしました。したがって従来の「再販ライセンス事業」と「製品サポー

ト事業」を「再販ライセンス事業」に、「開発ライセンス事業」と「業務システム構築事業」を「ソリューション事

業」に区分しております。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当中間連結会計期間の事業区分に

よった場合の種類別セグメント情報は次のとおりです。 

  

 

   （単位：千円）

  
再販ライセンス 

事業 
ソリューション

事業 
計 消去又は全社 連結 

売上高    

(1）外部顧客に対する売
上高 

98,977 284,322 383,300 － 383,300

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － －

計 98,977 284,322 383,300 － 383,300

営業費用 28,808 87,668 116,476 49,493 165,970

営業利益 70,169 196,654 266,823 (49,493) 217,329

  事業区分 主要製品

  再販ライセンス事業 オリジナル通信ソフトウェアのライセンスの再販及び製品サポート 

  ソリューション事業 
オリジナル通信ソフトウェアを活用した組込を含む統括的なソリュー
ションサービス 



前中間連結会計期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日） 

  

前連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

  

５ （売上高の表示方法） 

 他社アプリケーションに再販ライセンスを組合せて販売している売上高については、「ソフトウェア取引の収益の会

計処理に関する実務上の取扱い」（平成18年３月30日 企業会計基準委員会実務対応報告第17号）における収益の総額

表示についての会計上の考え方に基づき、従来総額表示としていた売上を当中間連結会計期間より純額表示にて計上し

ています。従来の方法に比べソリューション事業の売上高、売上原価がそれぞれ1,252,000千円減少しましたが、営業利

益に与える影響はありません。 

なお、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間と同様に純額表示によった場

合、前中間連結会計期間1,600,850千円、及び前連結会計年度2,821,850千円、それぞれ従来の方法に比べ、ソリュー

ション事業の売上高、売上原価が同額減少しますが、営業利益に与える影響はありません。 

  

 

   （単位：千円）

  
再販ライセンス 

事業 
ソリューション

事業 
計 消去又は全社 連結 

売上高    

(1）外部顧客に対する売
上高 

42,620 1,801,210 1,843,831 － 1,843,831

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － －

計 42,620 1,801,210 1,843,831 － 1,843,831

営業費用 24,534 1,710,689 1,735,223 54,095 1,789,319

営業利益 18,086 90,520 108,607 (54,095) 54,511

   （単位：千円）

  
再販ライセンス 

事業 
ソリューション

事業 
計 消去又は全社 連結 

売上高       

(1）外部顧客に対する売
上高 

158,375 3,300,804 3,459,180 － 3,459,180

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － －

計 158,375 3,300,804 3,459,180 － 3,459,180

営業費用 80,448 3,068,078 3,148,527 122,506 3,271,034

営業利益 77,926 232,725 310,652 (122,506) 188,146



前連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、製品・サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品・サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用96,681千円であり、これは主に、親会社の管理部門に

係る費用であります。 

  

４（事業セグメント区分の変更） 

販売機会の増大を目論み、自社製品ミドルウェア単一での販売方法から自社製品ミドルウェアを他社製品・サービス及び

システム等と組合わせることによるソリューション販売へシフトしたため、当連結会計年度より事業の種類別セグメント

の区分を変更し、ソフトウェアライセンスを単体で販売する事業と、ソフトウェアライセンスを組込及びソリューション

展開で販売する事業の２区分といたしました。したがって従来の「再販ライセンス事業」と「製品サポート事業」を「再

販ライセンス事業」に、「開発ライセンス事業」と「業務システム構築事業」を「ソリューション事業」に区分しており

ます。 

５（売上高の表示方法） 

他社アプリケーションに再販ライセンスを組合せて販売している売上高については、「ソフトウェア取引の収益の会計処

理に関する実務上の取扱い」（平成18年3月30日 企業会計基準委員会実務対応報告第17号）における収益の総額表示に

ついての会計上の考え方に基づき、従来総額表示としていた売上を当連結会計年度より純額表示にて計上しています。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度と同様に純額表示によった場合、ソリューション事業の売上

高及び売上原価が2,821,850千円減少しますが、営業利益に与える影響はありません。 

６ 民事再生手続の申立てを行ったアイ・エックス・アイ社が関与しました取引につき、実質的に通常の営業取引と認めら

れない取引が含まれる可能性が高いと判断したため、当該取引のすべてを営業外取引区分に表示することといたしまし

た。なお、当中間連結会計期間においては、当該取引については売上高として表示しております。従いまして、当連結

会計年度における表示方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の売上高及び営業利益が238,500千円多く計上さ

れております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年２月１日 至

平成19年１月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

  

   （単位：千円）

  
再販ライセンス 

事業 
ソリューション

事業 
計 消去又は全社 連結 

売上高    

(1）外部顧客に対する売
上高 

154,559 183,996 338,555 － 338,555

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ － － － －

計 154,559 183,996 338,555 － 338,555

営業費用 55,457 161,847 217,305 96,681 313,986

営業利益 99,101 22,148 121,250 (96,681) 24,568

  事業区分 主要製品

  再販ライセンス事業 オリジナル通信ソフトウェアのライセンスの再販及び製品サポート 

  ソリューション事業 
オリジナル通信ソフトウェアを活用した組込を含む統括的なソリュー
ションサービス 



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）及び前連結会計年度（自 平成18年２月１日 至

平成19年１月31日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 



（１株当たり情報） 

  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 49,718円49銭 48,703円67銭 

１株当たり中間（当期）純損失金額 40,305円15銭 41,331円93銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 

 潜在株式調整後１当たり中間純利

益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

      

   当社は、平成18年１月19日付けで

普通株式１株につき５株の株式分割

を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたとみなした場合の前中間連結

会計期間における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなりま

す。 

  

      

  １株当たり純資産額   

  88,013円82銭   

  １株当たり当期純利益金額   

  1,967円08銭   

  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額      1,941円35銭 

  

      

  （追加情報） （追加情報） 

   当中間連結会計期間から、改正後

の「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

最終改正平成18年１月31日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しておりま

す。 

 これによる影響はありません。 

 当連結会計年度から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年１月31日 企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しておりま

す。これによる影響はありません。 



 （注） １株当たり中間（当期）純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

 

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

連結損益計算書上の中間(当期)純損失 1,084,611千円 1,112,242千円 

普通株主に帰属しない金額 －  

普通株式に係る中間（当期）純損失 1,084,611千円 1,112,242千円 

普通株式の期中平均株式数 26,910株 26,910株 

希薄化効果を有しないため潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

 平成16年４月23日定時株主総会、

平成17年４月26日定時株主総会及び

平成18年４月26日定時株主総会決議

の旧商法280条ノ21の規定に基づく

新株予約権（それぞれ290個、350

個、300個） 

 これらの詳細については、第４提

出会社の状況 １．株式等の状況

(2）新株予約権等の状況に記載のと

おりであります。 

 平成16年４月23日定時株主総会、

平成17年４月26日定時株主総会及び

平成18年４月26日定時株主総会決議

の旧商法280条ノ21の規定に基づく

新株予約権（それぞれ290個、350

個、300個） 

 これらの詳細については、第４提

出会社の状況 １．株式等の状況

(2）新株予約権等の状況に記載のと

おりであります。 



（重要な後発事象） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

―――――― 訴訟の提起 

 当社は平成19年２月２日付で訴訟を提起いたしまし

た。詳細は以下のとおりであります。 

１．訴訟の提起をした裁判所および年月日 

大阪地方裁判所 平成19年２月２日 

２．訴訟を提起した相手方（被告） 

①日本アイ・ビー・エム株式会社 

（以下、「日本ＩＢＭ社」） 

所在地：東京都港区六本木三丁目２番12号 

代表者の氏名：代表取締役社長執行役員 大歳卓麻 

②株式会社ネットマークス 

（以下、「ネットマークス社」） 

所在地：東京都港区元赤坂一丁目３番12号 

代表者の氏名：代表取締役  長尾 多一郎 

③日本ＩＢＭ社の官公庁事業部長 

（以下、「日本IBM担当者」） 

④ネットマークス社の公共広域ソリューション事業部

に所属する営業担当マネージャー（以下、「ネット

マークス担当者」） 

３．訴訟の主旨および請求金額 

(1）主位的請求 

①請求金額：1,213百万円及び遅延損害金 

※当社と日本IBM社との間の売買契約に基づく売

買代金の請求です。 

②請求の相手方（被告）：日本IBM社 

③請求の根拠：一連の取引が有効であることを前提

にした売買代金の請求です。 

(2）予備的請求その１ 

①請求金額：1,258百万円及び遅延損害金 

※当社がネットマークス社に支払った仕入代金

1,189百万円及び弁護士費用68百万円について

の損害賠償請求です。 

②請求の相手方（被告）：日本IBM社 

ネットマークス社 

日本IBM担当者 

ネットマークス担当者 

③請求の根拠 

日本IBM担当者及びネットマークス担当者の不法

行為により、架空の取引に介入させられ、ネット

マークス社に対して売買代金を支払わせられたこ

とを前提に、日本IBM担当者及びネットマークス

担当者の不法行為責任を追及するとともに日本

IBM社及びネットマークス社の両社について使用

者としての責任を追及するものです。なお、不法

行為であることから、弁護士費用も損害として計

上しています。 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

  (3）予備的請求その２ 

①請求金額：1,189百万円及び遅延損害金 

※当社がネットマークス社に支払った仕入代金

1,189百万円の返還請求です。 

②請求の相手方（被告）：ネットマークス社 

③請求の根拠 

契約は架空だが不法行為の成立が認められない場

合に備えた不法行為以外の構成（錯誤無効、契約

の原始的不能による無効、詐欺取消、債務不履行

解除）での請求です。 

  

  訴訟の提起（反訴） 

 当社は、平成19年２月15日付で訴訟（反訴）の提起を

受けました。 

 詳細は以下のとおりであります。 

１．反訴が提起された年月日および裁判所 

平成19年２月15日 大阪地方裁判所 

２．反訴を提起した者 

株式会社ネットマークス 

（以下、「ネットマークス社」） 

所在地：東京都港区元赤坂一丁目３番12号 

代表者の氏名：代表取締役  大橋 純 

３．反訴の内容および請求金額 

①反訴の内容 

当社とネットマークス社との間の売買契約６件のう

ち、当社が売買代金の支払いを拒否している３件中

の２件について請求を受けたものであり、当社が平

成19年２月２日に提訴した訴訟（本訴）に係る取引

と反訴請求に係る取引は一連の取引であるため、一

体的な解決を求めるものです。 

②請求金額 

10億5,942万3,750円及び遅延損害金 



  

(2）【その他】 

 訴訟 

 「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

  訴訟の提起 

 当社は平成19年３月29日付で訴訟の提起を受けまし

た。 

 詳細は次のとおりであります。 

１．訴訟が提起された年月日および裁判所 

平成19年３月29日 東京地方裁判所 

２．訴訟を提起した者 

東京リース株式会社（以下、「東京リース社」） 

所在地：東京都新宿区西新宿六丁目10番１号 

代表者の氏名：代表取締役  海老原 政德 

３．訴訟の内容および請求金額 

(1）被告 

請求①：東京リース社の販売先である日本アイ・

ビー・エム株式会社（以下、「日本IBM

社」）ほか３社 

請求②：東京リース社の仕入先である14社（当社

を含む） 

請求③：日本IBM社および個人８名 

(2）請求の内容 

請求①：請求額 合計153億41百万円および遅延

損害金 

日本IBM社ほか３社を販売先とする売買

契約に基づく販売代金を請求しているも

のです。 

請求②：請求額 合計151億17百万円および遅延

損害金 

東京リース社の仕入先である14社（当社

を含む）に対して債務不履行解除に基づ

く原状回復を請求しているものであり、

当社への請求額は、27億73百万円および

遅延損害金です。 

請求③：請求額 合計153億41百万円および遅延

損害金 

日本IBM社および個人８名に対して不法

行為責任ないし使用者責任に基づく損害

賠償を請求しているものです。 

  

※本件各取引が架空循環取引であることを前提とする請

求と、そうでないことを前提とする請求は、法律上併

存し得ないと考えられるとして、これらの請求につい

て同時審判の申し出がなされています。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年７月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年７月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金     900,245 896,653   1,072,165 

２ 売掛金     1,165,320 19,868   97,049 

３ たな卸資産     17,578 1,307   9,898 

４ その他     12,475 5,867   20,660 

貸倒引当金     △8,099 △450   △754 

流動資産合計     2,087,521 81.6 923,246 79.9   1,199,019 82.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1）建物 ※１ 1,948   2,977 3,360  

(2）工具器具備品 ※１ 2,926 4,874 1,890 4,868 2,294 5,654 

２ 無形固定資産          

(1）ソフトウエア   60,591   11,216 14,748  

(2）その他   2,812 63,404 5,917 17,134 5,259 20,008 

３ 投資その他の資産          

(1）投資有価証券   252,524   41,703 79,789  

(2）関係会社株式   39,752   35,283 35,283  

(3）保険積立金   82,227   95,715 95,715  

(4)固定化営業債権   ―   69,053 ―  

(5）長期未収入金   1,189,594   1,189,594 1,189,594  

(6）その他   26,618   25,854 26,318  

貸倒引当金   △1,189,657 401,060 △1,246,982 210,223 △1,189,657 237,044 

固定資産合計     469,338 18.4 232,226 20.1   262,707 18.0

資産合計     2,556,859 100.0 1,155,472 100.0   1,461,726 100.0

           

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金     1,080,453 407   3,585 

２ 未払法人税等     87,056 3,733   106,852 

３ その他     46,473 30,485   40,046 

流動負債合計     1,213,984 47.5 34,626 3.0   150,484 10.3

Ⅱ 固定負債          

１ 繰延税金負債     723 211   423 

固定負債合計     723 0.0 211 0.0   423 0.0

負債合計     1,214,707 47.5 34,837 3.0   150,908 10.3

           



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年７月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年７月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金     1,119,605 43.8 1,119,605 96.9   1,119,605 76.6

２ 資本剰余金          

(1）資本準備金   1,348,605   1,348,605 1,348,605  

資本剰余金合計     1,348,605 52.7 1,348,605 116.7   1,348,605 92.3

３ 利益剰余金          

(1）その他利益剰余
金 

         

特別償却準備金   1,495   621 621  

繰越利益剰余金   △1,127,232   △1,348,101 △1,158,014  

利益剰余金合計    △1,125,736 △44.0 △1,347,480 △116.6  △1,157,392 △79.2

株主資本合計     1,342,474 52.5 1,120,730 97.0   1,310,818 89.7

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券評価
差額金 

    △321 △0.0 △95 △0.0   － －

評価・換算差額等合
計 

    △321 △0.0 △95 △0.0   － －

純資産合計     1,342,152 52.5 1,120,634 97.0   1,310,818 89.7

負債純資産合計     2,556,859 100.0 1,155,472 100.0   1,461,726 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   383,300 100.0 86,088 100.0   338,555 100.0

Ⅱ 売上原価   77,184 20.1 33,005 38.3   150,185 44.4

売上総利益   306,115 79.9 53,083 61.7   188,369 55.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

  88,615 23.2 86,807 100.9   163,536 48.3

営業利益又は営
業損失（△） 

  217,499 56.7 △33,724 △39.2   24,832 7.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 451 0.1 981 1.2   299,111 88.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 413 0.0 － －   413 0.1

経常利益又は経
常損失（△） 

  217,538 56.8 △32,742 △38.0   323,530 95.6

Ⅵ 特別利益 ※３ － － － －   6,789 2.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 1,219,498 318.2 156,212 181.5   1,338,002 395.2

税引前中間 
（当期）純損失 

  1,001,960 △261.4 188,955 △219.5   1,007,682 △297.6

法人税,住民税
及び事業税 

※５ 82,326   1,344 108,560  

法人税等調整額 ※５ △298 82,027 21.4 △212 1,131 1.3 △598 107,962 31.9

中間（当期） 
純損失 

  1,083,987 △282.8 190,087 △220.8   1,115,644 △329.5

         



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年１月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 2,370 △44,118 △41,748 2,426,462 

中間会計期間中の変動額     

特別償却準備金の取崩 － － △874 874 － － 

中間純損失 － － － △1,083,987 △1,083,987 △1,083,987 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

－ － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － △874 △1,083,113 △1,083,987 △1,083,987 

平成18年７月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 1,495 △1,127,232 △1,125,736 1,342,474 

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年１月31日残高（千円） 375 375 2,426,837

中間会計期間中の変動額 

特別償却準備金の取崩 － － －

中間純損失 － － △1,083,987

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

△697 △697 △697

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△697 △697 △1,084,685

平成18年７月31日残高（千円） △321 △321 1,342,152



当中間会計期間（自平成19年２月１日 至平成19年７月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成19年１月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 621 △1,158,014 △1,157,392 1,310,818 

中間会計期間中の変動額     

中間純損失 － － － △190,087 △190,087 △190,087 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） － － － △190,087 △190,087 △190,087 

平成19年７月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 621 △1,348,101 △1,347,480 1,120,730 

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年１月31日残高（千円） － － 1,310,818

中間会計期間中の変動額 

中間純損失 － － △190,087

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

△95 △95 △95

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△95 △95 △190,183

平成19年７月31日残高（千円） △95 △95 1,120,634



前事業年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年１月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 2,370 △44,118 △41,748 2,426,462 

事業年度中の変動額     

特別償却準備金の取崩 － － △1,748 1,748 － － 

当期純損失 － － － △1,115,644 △1,115,644 △1,115,644 

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

－ － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － △1,748 △1,113,895 △1,115,644 △1,115,644 

平成19年１月31日残高（千円） 1,119,605 1,348,605 621 △1,158,014 △1,157,392 1,310,818 

  
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年１月31日残高（千円） 375 375 2,426,837

事業年度中の変動額 

特別償却準備金の取崩 － － －

当期純損失 － － △1,115,644

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

△375 △375 △375

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△375 △375 △1,116,019

平成19年１月31日残高（千円） － － 1,310,818



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

  
当中間会計期間

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

区分 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前中間純損失 △188,955

減価償却費 4,318

貸倒引当金の増加額 57,021

投資有価証券評価損 37,989

受取利息及び受取配当金 △638

売上債権の減少額 7,562

たな卸資産の減少額 8,611

仕入債務の減少額 △3,178

その他 797

小計 △76,472

利息及び配当金の受取額 638

法人税等の支払額 △100,042

営業活動によるキャッシュ・フロー △175,875

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

長期貸付金の回収による収入 300

その他 64

投資活動によるキャッシュ・フロー 364

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー －

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △175,511

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,072,165

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 896,653



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間会計期間 

（自 平成18年２月 １日 

至 平成18年７月３1日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年２月 １日 

至 平成19年７月３1日） 

前事業年度 

（自 平成18年２月 １日 

至 平成19年１月３１日） 

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当社は、当中間会計期間におい

て、特別損失で貸倒引当金繰入額

56,750千円、投資有価証券評価損

37,989千円、訴訟関連損失52,472千

円及び棚卸資産評価損9,000千円を計

上したため、中間純損失190,087千円

となっております。 

また、営業キャッシュ・フローに

おいて175,875千円のマイナスを計上

しており、前期に引き続き営業キャ

ッシュ・フローのマイナスを計上し

ていることから、継続企業の前提に

関する重要な疑義が生じておりま

す。 

当社は、当該状況を解消すべく事

業体制の集約や不採算事業の精査を

はじめ、事業再構築に向けた経営資

源の合理化をおこなってまいりま

す。また、自社ソフトウェアの優位

性を活かすため、移動体通信業者、

PDAメーカーやSIerとの協業を強化及

び提案能力の向上、また、SE支援サ

ービス事業におきましては、人員確

保をはじめ、システム設計、開発、

メンテナンスまでの一環した支援事

業に取り組み、早期黒字化及び収益

体質の改善を目指し、事業の再構築

に継続して注力してまいります。 

中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

当事業年度中において、ソリュ

ーション事業に関する主要な仕入

先が民事再生手続を申立て事実上

倒産したことから、当社は、当該

事業にかかる主要な市場ならびに

得意先を喪失いたしました。当該

状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が生じておりま

す。 

財務諸表提出会社である当社

は、当該状況を解消すべく、翌期

以降の事業計画を策定いたしまし

た。組織運営及び営業活動方針を

明確にし、自社ソフトウェア製品

によるライセンス再販事業を強化

いたします。又、システム・エン

ジニア支援サービス事業、ソフト

ウェア受託開発事業にも注力し、

新たな市場ならびに得意先を開拓

していく所存であります。 

財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

同左  期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品 同左 同左 

   移動平均法による原価法     

  仕掛品     

   個別法による原価法     

  原材料     

   移動平均法による原価法     

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法     

   なお、自社利用のソフトウ

エアについては社内における

利用可能期間（５年間）に基

づく定額法を採用し、販売用

ソフトウエアについては、見

込販売数量に基づく償却額と

見込有効期間（３年間）に基

づく均等配分額とのいずれか

大きい額によっております。 

同左 同左 

３ 繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 ――――― ――――― 

   新株発行費は支出時に全額費

用として処理しております。 

    

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

――――― キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

――――― 

７ その他（中間）財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」として表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日)）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準摘要指針第6号）を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響はありま

せん。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基

準） 

当事業年度より「固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書（企業会計審議会 平成

14年８月９日）」及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準等） 
――――― （ストック・オプション等に関す

る会計基準等） 

 当中間会計期間から「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会平成17年12月27日 企

業会計基準第８号）及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 最終改

正 平成18年５月31日 企業会計基準

適用指針第11号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はありま

せん。 

  

   当事業年度から「ストック・オ

プション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会平成17年12

月27日 企業会計基準第８号）及

び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 最終改正 平成

18年５月31日 企業会計基準適用

指針第11号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等） 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月9日 企

業会計基準適用指針第8号）を適用し

ております。 従来の資本の部の合計

に相当する金額は、1,342,152千円で

あります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成し

ております。 

  当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 従来の

資本の部の合計に相当する金額は、

1,310,818千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

────── ――――― （繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

    当事業年度より、「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年8

月11日 実務対応報告第19号）を適

用しております。 

前事業年度において営業外費用の

「新株発行費」として表示した株式

分割に係る費用は、当事業年度にお

いて「株式交付費」として表示して

おります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

（売上高の表示方法） ――――― （売上高の表示方法） 

他社アプリケーションに再販ライセ

ンスを組合せて販売している売上高に

ついては、「ソフトウェア取引の収益

の会計処理に関する実務上の取扱い」

（平成18年3月30日 企業会計基準委

員会実務対応報告第17号）における収

益の総額表示についての会計上の考え

方に基づき、従来総額表示としていた

売上を当中間会計期間より純額表示に

て計上しています。従来の方法に比

べ、売上高、売上原価はそれぞれ

1,252,000千円減少しましたが、売上

総利益に与える影響はありません。 

  他社アプリケーションに再販ライセ

ンスを組合せて販売している売上高に

ついては、「ソフトウェア取引の収益

の会計処理に関する実務上の取扱い」

（平成18年3月30日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第17号）における

収益の総額表示についての会計上の考

え方に基づき、従来総額表示としてい

た売上を当事業年度より純額表示にて

計上しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── ―――――  民事再生手続の申立てを行ったア

イ・エックス・アイ社が関与しまし

た取引につき、実質的に通常の営業

取引と認められない取引が含まれる

可能性が高いと判断したため、当該

取引のすべてを営業外取引区分に表

示することといたしました。 

 なお、当中間会計期間において

は、当該取引については売上高とし

て表示しております。従いまして、

当事業年度における表示方法によっ

た場合に比べ、当中間会計期間の売

上高、売上総利益及び営業利益が

238,500千円多く計上されておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

 

項目 
前中間会計期間末

（平成18年７月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年７月31日） 
前事業年度末 

（平成19年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 9,057千円 10,850千円 10,064千円 

項目 
前中間会計期間

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの      

業務支援料収入 300千円 300千円 600千円 

受取利息 137千円 638千円 360千円 

   受取手数料 － － 298,100千円 

※２ 営業外費用のうち重要なもの      

新株発行費 350千円 － － 

株式交付費 － － 350千円 

   貸倒引当金繰入額 － － 63千円 

※３ 特別利益の内訳      

   貸倒引当金戻入益 － － 6,789千円 

※４ 特別損失の内訳      

貸倒引当金繰入額 1,189,594千円 56,750千円 1,189,594千円 

   投資有価証券評価損 － 37,989千円 72,524千円 

固定資産除却損 29,904千円 － 67,820千円 

   前期損益修正損 － － 8,062千円 

   訴訟関連損失 － 52,472千円 － 

棚卸資産評価損 － 9,000千円 － 

 ４ 減価償却実施額      

有形固定資産 923千円 786千円 1,929千円 

無形固定資産 14,826千円 3,948千円 23,039千円 

※５ 税効果会計  中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による特別償却準備金の

積立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金

額を計算しております。 

中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期

において予定している特別償

却準備金の積立て及び取崩し

を前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しており

ます。 

－ 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式数  

普通株式 26,910 － － 26,910 

合計 26,910 － － 26,910 

自己株式  

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 



２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年７月31日現在）

  
現金及び預金勘定 896,653千円

現金及び現金同等物 896,653千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円）

工具器具備
品 

5,588 2,515 3,073

  

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

工具器具備
品 

5,588 3,632 1,956

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具器具備
品 

5,588 3,073 2,515

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 1,128千円

１年超 2,113千円

合計 3,241千円

  
１年以内 1,185千円

１年超 927千円

合計 2,113千円

１年以内 1,156千円

１年超 1,527千円

合計 2,683千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 631千円

減価償却費相当額 558千円

支払利息相当額 87千円

  
支払リース料 631千円

減価償却費相当額 558千円

支払利息相当額 59千円

支払リース料 1,262千円

減価償却費相当額 1,117千円

支払利息相当額 160千円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

同左 同左 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成18年７月31日現在）及び前事業年度末（平成19年１月31日現在）における子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成19年７月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

  

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額および科目名 

該当事項はありません。 

  

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容 

該当事項はありません。 

  

（持分法投資損益関係） 

当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 366 270 △95

  
中間貸借対照表計上額 

（千円） 

非上場株式 41,433 



（１株当たり情報） 

 前中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

（注） １株当たり中間（当期）純利益純利益又は純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 41,643円 81銭 48,711円19銭 

１株当たり中間（当期）純利益金額又
は純損失金額 

7,063円 82銭 41,458円36銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式は存

在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

  

    （追加情報） 

     当事業年度から、改正後の「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年１月31日 企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。

これによる影響はありません。 

項目 
当中間会計期間

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり中間（当期）純損失金額    

損益計算書上の中間（当期）純利益又
は純損失 

190,087千円 1,115,644千円 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は純損失 

190,087千円 1,115,644千円 

普通株式の期中平均株式数 26,910株 26,910株 

希薄化効果を有しないため潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成16年４月23日定時株主総会、

平成17年４月26日定時株主総会及び

平成18年４月26日定時株主総会決議

の旧商法280条ノ21の規定に基づく

新株予約権（それぞれ235個、333

個、291個） 

 平成16年４月23日定時株主総会、

平成17年４月26日定時株主総会及び

平成18年４月26日定時株主総会決議

の旧商法280条ノ21の規定に基づく

新株予約権（それぞれ290個、350

個、300個） 



（重要な後発事象） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

────── ────── 訴訟の提起 

     当社は平成19年２月２日付で訴訟

を提起いたしました。詳細は以下の

とおりであります。 

    １．訴訟の提起をした裁判所および

年月日 

大阪地方裁判所 

平成19年２月２日 

    ２．訴訟を提起した相手方（被告） 

    ①日本アイ・ビー・エム株式会社 

（以下、「日本ＩＢＭ社」） 

所在地： 

東京都港区六本木三丁目２番

12号 

代表者の氏名： 

代表取締役社長執行役員 大

歳卓麻 

    ②株式会社ネットマークス 

（以下、「ネットマークス社」） 

所在地： 

東京都港区元赤坂一丁目３番

12号 

代表者の氏名： 

代表取締役 長尾多一郎 

    ③日本ＩＢＭ社の官公庁事業部長 

（以下、「日本IBM担当者」） 

    ④ネットマークス社の公共広域ソ

リューション事業部に所属する

営業担当マネージャー（以下、

「ネットマークス担当者」） 

    ３．訴訟の主旨および請求金額 

    (1）主位的請求 

    ①請求金額： 

    1,213百万円及び遅延損害金 

※当社と日本IBM社との間の

売買契約に基づく売買代金

の請求です。 

    ②請求の相手方（被告）： 

    日本IBM社 

    ③請求の根拠： 

    一連の取引が有効であること

を前提にした売買代金の請求

です。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

    (2）予備的請求その１ 

    ①請求金額： 

    1,258百万円及び遅延損害金 

※当社がネットマークス社に

支払った仕入代金1,189百

万円及び弁護士費用68百万

円についての損害賠償請求

です。 

    ②請求の相手方（被告）： 

    日本IBM社 

ネットマークス社 

日本IBM担当者 

ネットマークス担当者 

    ③請求の根拠 

    日本IBM担当者及びネットマ

ークス担当者の不法行為によ

り、架空の取引に介入させら

れ、ネットマークス社に対し

て売買代金を支払わせられた

ことを前提に、日本IBM担当

者及びネットマークス担当者

の不法行為責任を追及すると

ともに日本IBM社及びネット

マークス社の両社について使

用者としての責任を追及する

ものです。なお、不法行為で

あることから、弁護士費用も

損害として計上しています。 

    (3）予備的請求その２ 

    ①請求金額： 

    1,189百万円及び遅延損害金 

※当社がネットマークス社に

支払った仕入代金1,189百

万円の返還請求です。 

    ②請求の相手方（被告）： 

    ネットマークス社 

    ③請求の根拠 

    契約は架空だが不法行為の成

立が認められない場合に備え

た不法行為以外の構成（錯誤

無効、契約の原始的不能によ

る無効、詐欺取消、債務不履

行解除）での請求です。 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

    訴訟の提起（反訴） 

     当社は、平成19年２月15日付で訴

訟（反訴）の提起を受けました。 

 詳細は以下のとおりであります。 

    １．反訴が提起された年月日および

裁判所 

平成19年２月15日 

大阪地方裁判所 

    ２．反訴を提起した者 

株式会社ネットマークス 

（以下、「ネットマークス

社」） 

所在地： 

東京都港区元赤坂一丁目３番

12号 

代表者の氏名： 

代表取締役 大橋純 

    ３．反訴の内容および請求金額 

    ①反訴の内容 

    当社とネットマークス社との間

の売買契約６件のうち、当社が

売買代金の支払いを拒否してい

る３件中の２件について請求を

受けたものであり、当社が平成

19年２月２日に提訴した訴訟

（本訴）に係る取引と反訴請求

に係る取引は一連の取引である

ため、一体的な解決を求めるも

のです。 

    ②請求金額 

    10億5,942万3,750円及び遅延損

害金 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

    訴訟の提起 

     当社は平成19年３月29日付で訴訟

の提起を受けました。 

 詳細は次のとおりであります。 

    １．訴訟が提起された年月日および

裁判所 

平成19年３月29日 

東京地方裁判所 

    ２．訴訟を提起した者 

東京リース株式会社（以下、

「東京リース社」） 

所在地： 

東京都新宿区西新宿六丁目10

番１号 

代表者の氏名： 

代表取締役 海老原 政德 

    ３．訴訟の内容および請求金額 

    (1）被告 

    請求①：東京リース社の販売

先である日本アイ・

ビー・エム株式会社

（以下、「日本IBM

社」）ほか３社 

    請求②：東京リース社の仕入

先である14社（当社

を含む） 

    請求③：日本IBM社および個

人８名 

    (2）請求の内容 

    請求①：請求額 合計153億

41百万円および遅延

損害金 

日本IBM社ほか３社

を販売先とする売買

契約に基づく販売代

金を請求しているも

のです。 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

    請求②：請求額 合計151億

17百万円および遅延

損害金 

東京リース社の仕入

先である14社（当社

を含む）に対して債

務不履行解除に基づ

く原状回復を請求し

ているものであり、

当社への請求額は、

27億73百万円および

遅延損害金です。 

    請求③：請求額 合計153億

41百万円および遅延

損害金 

日本IBM社および個

人８名に対して不法

行為責任ないし使用

者責任に基づく損害

賠償を請求している

ものです。 

      

    ※本件各取引が架空循環取引である

ことを前提とする請求と、そうで

ないことを前提とする請求は、法

律上併存し得ないと考えられると

して、これらの請求について同時

審判の申し出がなされています。 



(2）【その他】 

  訴訟 

当社は、日本アイ・ビー・エム株式会社及び株式会社ネットマークスに対し、平成19年2月2日付で売買代金の支払及び

損害賠償等を請求する訴訟の提起をしております。これに対し、一体的な解決を求めるとして、株式会社ネットマークス

より平成19年2月15日付で関連する取引について反訴の提起を受けております。また、東京リース株式会社より平成19年3

月29日付で債務不履行解除に基づく原状回復を請求する訴訟及び、スカイピー・コム株式会社より平成19年6月11日付で債

務不履行に基づく原状回復を請求する訴訟の提起を受けております。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 

(1） 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
（第11期） 

自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日 

平成19年５月１日 
近畿財務局長に提出。 

      

(2) 訂正報告書 平成19年５月１日に提出した第11期（自 平
成18年２月１日 至 平成19年１月31日）有
価証券報告書にかかる訂正報告書 

平成19年５月９日 
近畿財務局長に提出。 

(3） 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第６号（訴訟の提起がされた場合又は解
決した場合）の規定に基づくもの 

平成19年２月27日 
近畿財務局長に提出。 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第６号（訴訟の提起がされた場合又は解
決した場合）の規定に基づくもの 

平成19年４月27日 
近畿財務局長に提出。 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第６号（訴訟の提起がされた場合又は解
決した場合）の規定に基づくもの 

平成19年７月20日 
近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

   

  平成18年10月30日

株式会社デジタルデザイン   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 雄一  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土居 正明  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社デジタルデザインの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年２月１日から平成18年７月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社デジタルデザイン及び連結子会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より事業の種

類別セグメントの事業区分の変更を行っている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

   

  平成18年10月30日

株式会社デジタルデザイン   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 雄一  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土居 正明  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社デジタルデザインの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成18年

２月１日から平成18年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社デジタルデザインの平成18年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

   

  平成19年10月29日

株式会社デジタルデザイン   

  取締役会 御中   

  ペガサス大和監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 安原  徹  ㊞ 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松山 治幸  ㊞ 

          

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社デジタルデザインの平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第12期事業年度の中間会計期間

（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社デジタルデザインの平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間において重要な中間純損失を計上するととも

に、継続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じてい

る。当該状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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